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(57)【要約】
【課題】部品点数を少なくして、光の利用効率及び輝度
を高くすることができるとともに、サイドローブやモア
レを効果的に低減することが可能なディスプレイ装置を
提供する。
　【解決手段】ディスプレイ１装置において、観察者側
から見て表示部２１の背面側に備えられた偏光板３３の
光入射面に平均間隔Ｓｍの凹凸構造を有するレンズ保護
層３３０を形成し、光制御シート１の光出射面に複数の
凹凸からなる光制御構造を形成し、光制御構造をレンズ
保護層３３０に最も近接した周期構造である最近周期構
造５とレンズ保護層３３０に最も離間した周期構造であ
る最遠周期構造３とから構成し、平均間隔Ｓｍを８０μ
ｍ≦Ｓｍ≦２５０μｍの範囲内に、最近周期構造の最密
間隔Ｐ１を１０μｍ≦Ｐ１≦２００μｍの範囲内にする
とともに、これら平均間隔Ｓｍと最密間隔Ｐ１とが０．
４≦Ｓｍ／Ｐ１≦２５の関係を満たすように構成する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源の光を光制御シートを介して出射するバックライトユニットと、該バックライトユ
ニットからの光照射によって画像表示を行う表示部とを有するディスプレイ装置において
、
　観察者側から見て前記表示部の背面側に備えられた偏光板の光入射面に平均間隔Ｓｍの
凹凸構造を有するレンズ保護層が形成され、
　前記光制御シートは、その光出射面に複数の凹凸からなる光制御構造を有し、
　該光制御構造は、前記レンズ保護層に最も近接した周期構造である最近周期構造と、前
記レンズ保護層から最も離間した周期構造である最遠周期構造とを備え、
　前記平均間隔Ｓｍが８０μｍ≦Ｓｍ≦２５０μｍの範囲内にあるとともに、
　前記最近周期構造の最密間隔Ｐ１が１０μｍ≦Ｐ１≦２００μｍの範囲内にあり、
　これら平均間隔Ｓｍと最密間隔Ｐ１とが０．４≦Ｓｍ／Ｐ１≦２５の関係を満たすこと
を特徴とするディスプレイ装置。
【請求項２】
　前記光制御構造が、前記最近周期構造の延在方向と、前記最遠周期構造の延在方向が略
同一方向となるように構成されていることを特徴とする請求項１に記載のディスプレイ装
置。
【請求項３】
　前記最近周期構造の前記最密間隔Ｐ１と前記最遠周期構造のピッチＰ２とが、
　０．０５≦Ｐ１／Ｐ２≦１．０
の関係を満たすことを特徴とする請求項２に記載のディスプレイ装置。
【請求項４】
　前記最近周期構造の延在方向と、前記最遠周期構造の延在方向とが前記光制御シートの
出射面上で角度αだけ交差していることを特徴とする請求項１に記載のディスプレイ装置
。
【請求項５】
　前記角度αが、略９０°であることを特徴とする請求項４に記載のディスプレイ装置。
【請求項６】
　　前記最近周期構造の前記最密間隔Ｐ１と前記最遠周期構造のピッチＰ２とが、
　０．０５≦Ｐ１／Ｐ２≦２．０を満たすことを特徴とする請求項４または５に記載のデ
ィスプレイ装置。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶パネル等からなる表示部とバックライトユニットとを有するディスプレ
イ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ＴＦＴ型液晶パネルやＳＴＮ型液晶パネルを使用したディスプレイ装置は、例え
ば、ＯＡ分野でカラーノートＰＣ（パーソナルコンピュータ）を中心に商品化されている
。
　このようなディスプレイ装置においては、液晶パネルの背面側に光源を配置し、この光
源からの光で液晶パネルを照明する、いわゆるバックライト方式が採用されている。
　この種のバックライト方式に採用されているバックライトユニットを大別すると、冷陰
極管（ＣＣＦＬ）などの光源ランプを光透過性に優れたアクリル樹脂などからなる平板状
の導光板内で多重反射させる「導光板ライトガイド方式」（いわゆるエッジライト方式）
と、導光板を用いない「直下型方式」とがある。
【０００３】
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　導光板ライトガイド方式のバックライトユニットが搭載されたディスプレイ装置として
は、たとえば図１９に示すものが一般に知られている。
　このディスプレイ装置は、偏光板７１、７３に挟まれた液晶パネル７２を備え、その背
面側に略長方形板状のＰＭＭＡ（ポリメチルメタクリレート）やアクリルなどの透明な基
材からなる導光板７９が設置されており、該導光板７９の上面（光出射側）と背面側の偏
光板７３との間に拡散フィルム（拡散層）７８が設けられている。
　この導光板７９の背面側には、導光板７９に導入された光を液晶パネル７２方向に均一
となるように散乱して反射させるための散乱反射パターン部（図示省略）が印刷されるこ
とによって設けられており、該散乱反射パターン部のさらに背面側には、反射フィルム（
反射層）７７が設けられている。また、導光板７９の一側端部には、光源ランプ７６が取
り付けられており、さらに、該光源ランプ７６の光を効率よく導光板７９中に入射させる
ために光源ランプ７６の背面側を覆うようにして高反射率のランプリフレクター８１が設
けられている。なお、上記散乱反射パターン部は、白色の二酸化チタン（ＴｉＯ２）粉末
を透明な接着剤などに混合した混合物を、所定パターンたとえばドットパターンにて印刷
し乾燥、形成したものであり、導光板７９内に入射した光に指向性を付与し、光出射面側
へと導くようになっており、これによって高輝度化が図られている。
【０００４】
　また、最近では、図２０に示すように、光利用効率を向上させて高輝度化を図るために
、拡散フィルム７８と液晶パネル７２との間に、光集光機能を備えたプリズムフィルム（
プリズム層）７４、７５を設けることが提案されている。このプリズムフィルム７４，７
５は導光板７９の光出射面から出射され、拡散フィルム７８で拡散された光を、高効率で
液晶パネル７２の有効表示エリアに集光させるものである。
【０００５】
　一方、直下型方式のバックライトユニットは、導光板の利用が困難な大型の液晶ＴＶな
どの表示装置が用いられており、このバックライトユニットを用いた一例として、例えば
図２１に示すようなディスプレイ装置が一般的に知られている。
　このディスプレイ装置においては、偏光板７１、７３に挟まれた液晶パネル７２が設け
られるとともに、その背面側に蛍光管などからなる光源５１が設けられている。そして、
光源５１から出射された光が、拡散フィルム８２で拡散させられ、高効率で液晶パネル７
２の有効表示エリアに集光させられるようになっている。また、光源５１からの光を効率
よく照明光として利用するために、光源５１の背面にはリフレクター５２が配置されてい
る。
【０００６】
　また、このような直下型方式のバックライトユニットにおいては、正面輝度を増大させ
るために、図２２に示すように拡散フィルム８５上に輝度強調フィルム８６（Ｂｒｉｇｈ
ｔｎｅｓｓ　Ｅｎｈａｎｃｅｍｅｎｔ　Ｆｉｌｍ：ＢＥＦ、米国３Ｍ社の登録商標）を配
置し、図２３に示すように、その上に拡散フィルム８２を配置したものも知られている（
例えば特許文献１～３参照）。
【０００７】
　ＢＥＦは、透明部材上に断面三角形状の単位プリズムが一方向に周期的に配列されたフ
ィルムであって、この単位プリズムとしては光の波長に比較してサイズ（ピッチ）が大き
いものが採用されている。このＢＥＦは、“軸外（ｏｆｆ－ａｘｉｓ）”からの光を集光
し、この光を観察者に向けて“軸上（ｏｎ－ａｘｉｓ）”に方向転換（ｒｅｄｉｒｅｃｔ
）または“リサイクル（ｒｅｃｙｃｌｅ）”する。「軸上」とは、観察者の視覚方向に一
致する方向であり、一般的にはディスプレイ画面に対する法線方向側である。ＢＥＦは、
このように軸外輝度を低下させることによって軸上輝度を増大させるようになっている。
　このようなＢＥＦを単独で用いた場合、単位プリズムの反復的アレイ構造は１方向のみ
に並列された状態となるため、その並列方向での方向転換またはリサイクルのみが可能と
なる。よって、水平及び垂直方向での表示光の輝度制御を行なうために、一般的には、２
枚のシートを組み合わせ、単位プリズム群の並列方向が互いに略直交するように重ねて用
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いられる。
【０００８】
　以上のようなＢＥＦを輝度制御部材として用いた光制御シートでは、光源からの光が屈
折して、制御された角度で出射されることによって、観察者の視覚方向の光の強度を高め
るように制御することができ、これをバックライトユニットに採用したことによって、電
力消費を低減しながら所望の軸上輝度の達成を可能としている。
【０００９】
　また、近年、ディスプレイ装置の明所でのコントラストを向上させたり、映像のボケを
低減させたりするために、表面に配置されていた防眩フィルムの拡散性を低減させる傾向
が顕著である。それに伴い、レンズと液晶パネルとの周期性によって生じるモアレやギラ
ツキが生じやすくなっている。そこで、このモアレを低減する方法としては、観察者側か
ら見て液晶パネル、拡散シート、凹凸部が配列された光制御シート、およびバックライト
ユニットを配置し、光制御シートの凹凸配列ピッチと液晶パネルの画素ピッチとの比率お
よび拡散シートのヘイズ率と光透過率との比率を適した値に規定する方法が提案されてい
る（特許文献４参照）。
【特許文献１】特公平１－３７８０１号公報
【特許文献２】特開平６－１０２５０６号公報
【特許文献３】特表平１０－５０６５００号公報
【特許文献４】特開２００７－１１２９２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、図１９に示したディスプレイ装置においては、視野角の制御が拡散フィ
ルム７８の拡散性のみに依存するため、その制御は難しく、ディスプレイの正面方向の中
心部は明るく、周辺部に行くほど暗くなるという現象が避けられない。そのため、液晶画
面を横から見たときの輝度の低下が大きく、光の利用効率の低下を招くという問題があっ
た。
【００１１】
　また、図２０に例示したプリズムフィルムを用いる装置では、プリズムフィルムが２枚
必要であるため、フィルムの吸収による光量の低下が大きいだけでなく、部材の増加によ
り生産コストが上昇する原因にもなっていた。
【００１２】
　一方、上記のようなＢＥＦを用いた場合であっても、観察者の視覚方向に進むことなく
横方向に無駄に出射する想定外の光線が存在する。光強度分布は、理想的には、図２４の
実線Ａのように±９０°近辺での光強度ピークのない滑らかな凸型形状となるのが好まし
いものの、このＢＥＦを用いた光制御シートから出射される光強度分布は、図２４の破線
Ｂに示すように、正面より±９０°近辺に小さな光強度ピークが認められる。これは、横
方向から無駄に出射される光（サイドローブ）が増加していることを示しており、光制御
シートの特性上好ましくない。
【００１３】
　さらに、特許文献４のように、光制御シートの凹凸配列ピッチと液晶パネルの画素ピッ
チとの比率および拡散シートのヘイズ率と光透過率との比率を適した値に規定した場合で
もモアレを完全に低減することはできず、より効果的に低減するためには強い散乱性を有
する拡散フィルムを用いる必要がある。
【００１４】
　また、近年のディスプレイ装置に対する市場ニーズとしては、表示品位を保ちつつも低
消費電力化、低価格化、資源の使用量削減による環境負荷の低減が強く要請されており、
これに対応すべく部品点数の削減が求められている。さらに、カラーディスプレイ装置の
液晶パネルのパネル透過率は、モノクロのディスプレイ装置に比べ格段に低いため、装置
自体の低消費電力を得るためにバックライトユニットの輝度向上を図ることが必須となっ
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ている。
【００１５】
　本発明はこのような課題に鑑みてなされたものであって、部品点数を少なくして、光の
利用効率及び輝度を高くすることができるとともに、サイドローブやモアレを効果的に低
減することが可能なディスプレイ装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　前記課題を解決するために以下の手段を提案している。
　即ち、本発明に係るディスプレイ装置は、光源の光を光制御シートを介して出射するバ
ックライトユニットと、該バックライトユニットからの光照射によって画像表示を行う表
示部とを有するディスプレイ装置において、観察者側から見て前記表示部の背面側に備え
られた偏光板の光入射面に平均間隔Ｓｍの凹凸構造を有するレンズ保護層が形成され、前
記光制御シートは、その光出射面に複数の凹凸からなる光制御構造を有し、該光制御構造
は、前記レンズ保護層に最も近接した周期構造である最近周期構造と、前記レンズ保護層
から最も離間した周期構造である最遠周期構造とを備え、前記平均間隔Ｓｍが８０μｍ≦
Ｓｍ≦２５０μｍの範囲内にあるとともに、前記最近周期構造の最密間隔Ｐ１が１０μｍ
≦Ｐ１≦２００μｍの範囲内にあり、これら平均間隔Ｓｍと最密間隔Ｐ１とが０．４≦Ｓ
ｍ／Ｐ１≦２５の関係を満たすことを特徴とする。
【００１７】
　このような特徴のディスプレイ装置においては、光制御シートが最近周期構造と最遠周
期構造とからなる周期構造を備えているため光の利用効率及び輝度を高くすることができ
るとともに、サイドローブを低減させることが可能となる。
　ここで、平均間隔Ｓｍが８０μｍ未満の場合、非周期構造による散乱効果が強すぎるた
め光のロスが発生して輝度が低下し、平均間隔Ｓｍが２５０μｍ超える場合、非周期性構
造による散乱効果が低下するためモアレが発生する。
　また、最密間隔Ｐ１が１０μｍ未満の場合には回折現象が発生することで色ムラが発生
し、最密間隔Ｐ１が２００μｍを超える場合にはモアレが発生する。
　さらに、Ｓｍ／Ｐ１が２５を超える場合、凹凸構造の平均間隔Ｓｍと最近周期構造の最
密間隔Ｐ１（最近周期構造の最も密となる間隔）の相対比が大きくなるため凹凸構造の非
周期構造による散乱効果が低下し、光制御シートの光制御構造と表示部の周期構造とでモ
アレ干渉縞が発生してしまう。一方、Ｓｍ／Ｐ１が０．４未満の場合、光の回折による色
ムラが発生し得る。
　この点、本発明に係るティスプレイ装置においては、８０μｍ≦Ｓｍ≦２５０μｍ、１
０μｍ≦Ｐ１≦２００μｍ、０．４≦Ｓｍ／Ｐ１≦２５の関係を満たすため、輝度を高く
維持しながらモアレ干渉を防止するとともに色ムラを抑えることが可能となる。
【００１８】
　また、本発明に係るディスプレイ装置においては、前記光制御構造が、前記最近周期構
造の延在方向と、前記最遠周期構造の延在方向が略同一方向となるように構成されている
ことを特徴とする。
【００１９】
　このような特徴のディスプレイ装置によれば、最近周期構造及び最遠周期構造によるそ
れぞれの光の屈折作用、反射作用が最も大きく働く方向（それぞれの長手方向に直交した
方向）が略一致することになるから、観察者側からディスプレイ装置を平面視したとき、
任意の位置方向に対して集光効果を大きくすることが可能となる。
【００２０】
　さらに、上記の前記最近周期構造の延在方向と前記最遠周期構造の延在方向が略同一方
向とされたディスプレイ装置においては、前記最近周期構造の前記最密間隔Ｐ１と前記最
遠周期構造のピッチＰ２とが、０．０５≦Ｐ１／Ｐ２≦１．０の関係を満たすことを特徴
とする。
【００２１】
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　Ｐ１／Ｐ２が１．０を超える場合には、集光効果が低下するという問題が生じてしまう
。一方、Ｐ１／Ｐ２が０．０５未満の場合、最近周期構造の最密間隔Ｐ１が小さくなり過
ぎ、最近周期構造の機能を果たし得なくなってしまう。
　この点、本発明においては、０．０５≦Ｐ１／Ｐ２≦１．０の関係を満たすため、モア
レ干渉が生じるのを防ぎつつ、最近周期構造の機能を発揮することが可能となる。
【００２２】
　一方、本発明に係るディスプレイ装置は、前記最近周期構造の延在方向と、前記最遠周
期構造の延在方向とが前記光制御シートの出射面上で角度αだけ交差しているものであっ
てもよい。この際、上記角度αは、略９０°であることが好ましい。
　これにより、二方向に集光機能を発揮することができるため、より集光効果を向上させ
ることが可能となる。
【００２３】
　さらに、このディスプレイ装置においては、前記最近周期構造の前記最密間隔Ｐ１と前
記最遠周期構造のピッチＰ２とが、０．０５≦Ｐ１／Ｐ２≦２．０を満たすことが好まし
い。
【００２４】
　Ｐ１／Ｐ２が２．０を超える場合には、集光効果が低下するという問題が生じてしまう
。一方、Ｐ１／Ｐ２が０．０５未満の場合、最近周期構造の最密間隔Ｐ１が小さくなり過
ぎ、最近周期構造の機能を果たし得なくなってしまう。
　この点、本発明においては、０．０５≦Ｐ１／Ｐ２≦２．０の関係を満たすため、モア
レ干渉が生じるのを防ぎつつ、最近周期構造の機能を発揮することが可能となる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明に係るディスプレイによれば、表示部に平均間隔Ｓｍの凹凸構造を有するレンズ
保護層を設けるとともに、光制御シートに最近周期構造及び最遠周期構造を備えた光制御
構造を形成することにより、別途部品を設けなくとも、光の利用効率及び輝度を高くする
ことができるとともに、サイドローブやモアレを効果的に低減することが可能とし、コス
トが低く光学性能に優れたディスプレイ装置を提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下、本発明に係るディスプレイ装置の第一の実施の形態について図面に基づいて詳細
に説明する。
　図１に示すように、第一の実施形態のディスプレイ装置２７は、観察者側Ｆへ光を照射
するバックライトユニット１３の上に、表示部（画面表示部）２１が重ねられて構成され
る液晶表示装置であり、表示部２１から観察者側Ｆに向けて画像信号によって表示制御さ
れた表示光を出射することで、平面状の画像を表示するものである。なお、以下では、図
１の上方向を出射面側又は観察者側Ｆとし、下方向を背面側と称する。
【００２７】
　また、ディスプレイ装置２７は、表示部２１を備える液晶表示装置としているが、少な
くともバックライトユニット１３を含んだ構成であれば、投射スクリーン装置、プラズマ
ディスプレイ、ＥＬディスプレイ等のように、バックライトユニット１３からの光を表示
光として画像表示を行う画像表示部の種類は問わない。
　さらに、表示部２１の位相差を補償するための位相差フィルムが設けられた構成とされ
ていてもよい。
【００２８】
　バックライトユニット１３は、背面側から順に、反射板４３、光源４１、拡散板２５及
び光制御シート１が配設されることで構成されている。
【００２９】
　光源４１は、表示部２１の画像表示に用いる光の供給源であり、本実施形態における光
源４１としては、細径の棒状の冷陰極管等の線光源が用いられている。
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　なお、光源４１はこのような冷陰極管に限定されず、線光源であれば他のどのようなも
のでもよい。即ち、冷陰極管の他に、例えば、通常の蛍光管、熱陰極管、外部電極管、水
銀レス希ガス蛍光ランプ、列状に配置された発光ダイオード（以下、ＬＥＤとする）、半
導体レーザ等を光源として用いることができ、特に、外部電極管や列状に配列された発光
ダイオードを用いることが好ましい。
　また、導光板の平行溝と同等の長さを有する円柱状または角柱状の透明な導光体を用い
、その導光体の上面および底面にＬＥＤを配置したＬＥＤ光源を、光源４１として用いて
も良い。このＬＥＤ光源は、導光体の上面および底面からＬＥＤの光を入射して導光体の
側面からＬＥＤの光を出射することができるように構成されている。
【００３０】
　本実施形態においては、上記のような光源４１としての線状光源が等しい間隔でもって
平行に配列されており、隣接する線光源の中心間の距離は１５ｍｍ～１５０ｍｍであるこ
とが好ましく、２０ｍｍ～６０ｍｍであることがより好ましい。これにより、直下型バッ
クライト装置の消費電力を低減できるとともに、当該装置の組み立てが容易になり、かつ
発光面の輝度ムラを抑えることができる。
　また、線光源の中心同士の間隔はこのようにすべての箇所で均一となっている他、部分
的に不均一に変化させたものであってもよい。この例としては、直下型バックライト装置
の中央箇所などにおいて点光源間の間隔を狭めるようにしたものが挙げられる。
【００３１】
　光源４１が線光源である場合において、その本数は、特に限定されない。例えば、ディ
スプレイ装置２７を３２インチとした場合、線光源の数としては、例えば、１６本、１４
本、１２本、８本等の偶数本や、その他奇数本とすることができる。
【００３２】
　また、光源４１としては以上のような線光源に限られず、点光源であってもよく、この
点光源としては、水銀を用いず発光効率が高いＬＥＤが好ましい。
　図２（ａ）は、携帯電話などのモバイル機器に用いられる青色に発光する青色ＬＥＤ素
子５０をＬＥＤ用レンズ５３で覆ったものであり、該ＬＥＤ用レンズ５３の内球面には黄
色に発光する蛍光体５１が塗工されている。これにより、擬似白色に発光する方式の白色
ＬＥＤ４６とされている。
　この方式では単色のＬＥＤ素子に蛍光体を覆うだけで擬似白色発光が実現できる利点あ
る。また、ＬＥＤ及び蛍光体の発光色は上記のものに限定されず、一つの単色ＬＥＤ素子
に少なくとも１種類以上の蛍光体で覆ったものであれば他の形態のものであってもよい。
【００３３】
　図２（ｂ）は、図２（ａ）のＬＥＤ用レンズ５３にプリズム形状５４を付加した白色Ｌ
ＥＤ４６である。該プリズム形状５４を用いることにより、白色ＬＥＤ４６から出射され
る光の配光分布を調整することができる。
【００３４】
　図２（ｃ）は、擬似白色発光するＬＥＤの他の方式として、単色に発光するＬＥＤ素子
（赤色ＬＥＤ素子４８、緑色ＬＥＤ素子４９、青色ＬＥＤ素子５０）を組み合わせること
で擬似白色に発光する方式である。この場合、上述のような図２（ａ）の場合と比較して
、蛍光体５１がＬＥＤ素子からの発熱で劣化する問題を回避でき、また各ＬＥＤ素子の光
量を調節することで任意の色彩を得ることができる。
【００３５】
　図３は、単色に発光する単色ＬＥＤ（赤色ＬＥＤ５４、緑色ＬＥＤ５５、青色ＬＥＤ５
６）を組み合わせて点光源ユニット５２として構成したものである。この場合、図３（ｂ
）のように赤色ＬＥＤ５４、緑色ＬＥＤ５５、青色ＬＥＤ５６を一個ずつ組み合わせて点
光源ユニット５２として構成してもよいし、図３（ｃ）のように、光出力が弱い色（例え
ば、緑色ＬＥＤ５５）を複数個配置して点光源ユニット５２として構成してもよい。
　この点光源ユニット５２を構成することで、各色のＬＥＤを時分割で発色させるフィー
ルドシーケンシャル法を用いてカラー表示させることも可能である。
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　また、点光源ユニット５２においてはＬＥＤの数は限定されない。この点光源ユニット
５２を複数配置する場合、隣接する点光源ユニット５２同士の発光色が同一であると色の
強度が部分的に強くなり観察者側から色ムラとして認識されるため、隣接する点光源ユニ
ット５２同士では発光色が異なるものとなることが好ましい。
【００３６】
　また点光源としては上述のＬＥＤに限定されるものではなく、例えば図４に示すように
、単色の半導体レーザー（赤色半導体レーザー５７、緑色半導体レーザー５８、青色半導
体レーザー５９）の光を、ファイバ６０に通して混色し、半導体レーザー用レンズ６１か
ら出射するものであってもよい。その他、点光源は、通常の蛍光ランプ、ハロゲンランプ
であってもよい。
【００３７】
　また上述の点光源としての光源４１を配置箇所ごとに分割駆動してもよい。これにより
、明るい画像を表示する場所に対応する配置箇所の光源４１を発光させ、暗い画像を表示
する場所に対応する配置箇所の高原４１を消灯または発光量を小さくすることで、明暗の
差が大きくなりコントラストを大きくすることが可能となる。
【００３８】
　次に、複数の点光源の配置の態様について説明する。図５は、複数の点光源４１ｂ、あ
るいは点光源ユニット５２の配置態様を模式的に示す平面図である。
　図５（ａ）に示すように、複数の点光源４１ｂあるいは点光源ユニット５２を配置する
第１の態様は、バックライトユニット１３の縦方向および横方向に沿ってマトリックス状
に所定の間隔で配置した構成としている。
　また、第２の態様としては、図５（ｂ）に示すように、図５（ａ）における点光源４１
ｂ、あるいは点光源ユニット５２のＣ１～Ｃ４を取り除いたような構成、すなわち、四角
形の四頂点のそれぞれに点光源４１ｂあるいは点光源ユニット５２を配置し、さらに、こ
の矩形の対角線の交点に点光源４１ｂあるいは点光源ユニット５２を配置したような構成
とされている。
　さらに、第３の態様としては、図５（ｃ）に示すように、正六角形が連続して形成され
たハニカム構造の各頂点に点光源４１ｂあるいは点光源ユニット５２をそれぞれ配置した
ような構成とすることができる。あるいは、図５（ｄ）に示すように点光源４１ｂあるい
は点光源ユニット５２を線状に配置した構成としたものであってもよい。
　以上のような態様において、点光源４１ｂあるいは点光源ユニット５２間の距離は、す
べての箇所で均一となっていてもよいし、部分的に変化していてもよい。この例としては
、バックライトユニット１３の中央箇所などにおいて点光源間の間隔を狭めるようにした
ものが挙げられる。
【００３９】
　また、隣接する点光源としての光源４１の中心間の距離は、１５ｍｍ～１５０ｍｍであ
ることが好ましく、２０ｍｍ～６０ｍｍであることがより好ましい。この範囲にすること
により、バックライトユニット１３の消費電力を低減できるとともに、当該装置の組み立
てが容易になり、かつ発光面の輝度ムラを抑えることができる。
【００４０】
　このような光源４１から発光した光の一部は、光源４１を背面側から覆うように設置さ
れた反射板４３に入射し反射される。反射板４３は、光源４１からの光を反射することが
できるものであれば、どのような材料で形成してもよく、例えばＰＥＴやＰＰ（ポリプロ
ピレン）等にフィラーや空気を混練後延伸することによりボイドを形成して反射率を高め
た樹脂シート、透明もしくは白色の樹脂シート表面にアルミ蒸着などで鏡面を形成したシ
ート、アルミ等の金属箔もしくは金属箔を担持した樹脂シート、あるいは表面に十分な反
射性を有する金属薄板により形成することができる。
【００４１】
　そして、上記のような光源４１から発光した光の一部及び反射板４３で反射された光は
、拡散板２５の入射面に入射する。
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　なお、光源４１として線光源を採用した場合、拡散板２５の入射面と線光源の中心位置
との最短距離の寸法が、２ ｍｍ～３０ｍｍ以下となるように設置され、５ｍｍ～２５ｍ
ｍであることがさらに好ましい。
　また、光源４１として点光源４１ｂあるいは点光源ユニット５２を採用した場合には、
これらと拡散板の入射面との最短距離の寸法は、直下型バックライト装置の厚みと輝度の
均一度を考慮して設計すればよいが、１ｍｍ～３０ｍｍであることが好ましく、３ｍｍ～
２５ｍｍであることがより好ましい。これにより、輝度ムラを低減することができるとと
もに、点光源の発光効率の低下を防ぐことができ、さらに、バックライト１３全体の厚さ
を薄くできる。
【００４２】
　拡散板２５は、透明樹脂に光拡散領域が分散されて形成された略板状をなす部材であっ
て、光源４１からの光を、該拡散板２５の入射面の凹凸構造、および拡散板２５内部の拡
散領域と透明樹脂との屈折率差、拡散板２５の出射面の凹凸構造により拡散する。
【００４３】
　この拡散板２５を構成する透明樹脂としては、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂などを用い
ることができ、例えば、ポリカーボネート樹脂、アクリル系樹脂、フッ素系アクリル樹脂
、シリコーン系アクリル樹脂、エポキシアクリレート樹脂、ポリスチレン樹脂、シクロオ
レフィンポリマー、メチルスチレン樹脂、フルオレン樹脂、ポリエチレンテレフタレート
（ＰＥＴ）、ポリプロピレン、アクリロニトリルポリスチレン共重合体などを用いられる
。
【００４４】
　また、この透明樹脂に分散される光拡散領域は、好適な拡散性能を容易に得ることがで
きる光拡散粒子からなることが好ましい。
　この光拡散粒子としては、無機酸化物または樹脂からなる透明粒子を用いることができ
る。無機酸化物からなる透明粒子としては、例えば、シリカ、アルミナなどを用いること
ができる。また、樹脂からなる透明粒子としては、アクリル粒子、スチレン粒子、スチレ
ンアクリル粒子及びその架橋体、メラミン－ホルマリン縮合物の粒子、ＰＴＦＥ（ポリテ
トラフルオロエチレン）、ＰＦＡ（ペルフルオロアルコキシ樹脂）、ＦＥＰ（テトラフル
オロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体）、ＰＶＤＦ（ポリフルオロビニリデ
ン）、及びＥＴＦＥ（エチレン－テトラフルオロエチレン共重合体）等のフッ素ポリマー
粒子、シリコーン樹脂粒子などを用いることができる。
　また、先に記載した透明粒子から２種類以上の透明粒子を組み合わせて使用してもよい
。さらにまた、透明粒子の大きさ、形状は、特に規定されない。
【００４５】
　前記光拡散領域として前記光拡散粒子を用いた場合には、拡散板２５の厚さが０．１～
５ｍｍであることが好ましい。
　拡散板２５の厚みが０．１～５ｍｍである場合には、最適な拡散性能と輝度を得ること
ができる。一方、０．１ｍｍ未満の場合には、拡散性能が足りず、５ｍｍを超える場合に
は、樹脂量が多いため吸収による輝度低下が生じる。
【００４６】
　なお、透明樹脂として熱可塑性樹脂を用いた場合には、該熱可塑性樹脂内に形成される
気泡を光拡散領域として用いてもよい。この気泡の内部表面が光の乱反射を生じさせ、光
拡散粒子を分散させた場合と同等以上の光拡散機能を発現させることができる。これによ
って、拡散板２５の膜厚をより薄くすることが可能となる。
　また、光拡散性領域として、白色ＰＥＴや白色ＰＰなどを採用することもできる。白色
ＰＥＴは、ＰＥＴと相溶性のない樹脂や酸化チタン（ＴｉＯ２ ）、硫酸化バリウム（Ｂ
ａＳＯ４ ）のようなフィラーをＰＥＴに分散させた後、該ＰＥＴを２軸延伸法で延伸す
ることにより、該フィラーの周りに気泡を発生させて形成する。
　なお、拡散板２５は、少なくとも１軸方向に延伸されてなればよい。少なくとも１軸方
向に延伸されれば、フィラーの周りに気泡を発生させることができるためである。



(10) JP 2010-20110 A 2010.1.28

10

20

30

40

50

【００４７】
　この熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエ
チレン－２、６－ナフタレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタ
レート、シクロヘキサンジメタノール共重合ポリエステル樹脂、イソフタル酸共重合ポリ
エステル樹脂、スピログリコール共重合ポリエステル樹脂、フルオレン共重合ポリエステ
ル樹脂等のポリエステル系樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリメチルペンテン、
脂環式オレフィン共重合樹脂等のポリオレフィン系樹脂、ポリメチルメタクリレート等の
アクリル樹脂、ポリカーボネート、ポリスチレン、ポリアミド、ポリエーテル、ポリエス
テルアミド、ポリエーテルエステル、ポリ塩化ビニル、シクロオレフィンポリマー，アク
リロニトリルポリスチレン共重合体およびこれらを成分とする共重合体、またはこれら樹
脂の混合物などを用いることができ、特に制限されることはない。
【００４８】
　ここで、拡散板２５の厚さが２５μｍ未満の場合には、拡散板２５自体のこしが不足し
、製造工程やディスプレイ内でしわを発生しやすくなるので好ましくない。また、拡散板
２５の厚さが５００μｍを超える場合には、光学性能に格別問題はないが、剛性が増すた
めロール状に加工しにくい、スリットが容易にできないなどの問題が生じるので好ましく
ない。よって、拡散板２５の厚さは２５～５００μｍの範囲内に形成することが好ましい
。あることが好ましい。
【００４９】
　さらに、拡散板２５の表面には凹凸形状（図示せず）を形成してもよい。この凹凸形状
により拡散板２５から出射する光を拡散して、光の均一性をより向上させることができる
。この場合、凹凸形状は中心線平均粗さＲａが３μｍ～１，０００μｍであるプリズム形
状、またはレンズ形状が好ましい。プリズム形状の場合、プリズム形状は多角形が好まし
く、そのプリズム頂角を４０度～１７０度、プリズムのピッチを２０μｍ～７００μｍと
するのがより好ましい。またプリズム形状は角錐形状、角錐台形状でもよい。また上述の
凹凸形状は、凹凸形状に入射する光の照度または輝度に対応して形状を変化させてもよく
、例えば、凹凸形状に入射する光の照度または輝度が大きい領域では、上述のプリズム頂
角を小さくしてもよい。
　また凹凸形状は、梨地状などのマット面に形成してもよい。
　さらに、この場合の拡散板２５の全光線透過率は４０％以上９８％以下、ヘイズは２０
％～１００％、吸水率は０．２５％以下とすることが好ましい。
【００５０】
　このような構成の拡散部材２５は、公知の技術である共押出成型法、射出成形法、熱プ
レス法、注形重合法等を用いて製造することができる。
　また、拡散板２５に凹凸形状をつける方法としては、上述の共押出形成法、射出成形法
で拡散板２５を形成中に、凹凸形状を賦型するための金型に圧力をかけて密着させ、凹凸
形状を転写することができる。あるいは、拡散板２５の入射面、あるいは射出面に、ＵＶ
硬化樹脂などのような放射線硬化樹脂を用いて凹凸形状を成形することもでき、例えば、
共押出法により拡散板２５を板状部材として成形した後に、拡散板２５の入射面、あるい
は射出面に凹凸形状をＵＶ成形して形成することができる。
【００５１】
　また、凹凸形状を有するフィルムを別体として形成して、接着材又は粘着材からなる接
合層を介して、該フィルムを拡散板２５に張り合わせて凹凸形状を形成してもよい。
　この凹凸形状を有するフィルム製造方法としては、透光性フィルム上にＵＶや放射線硬
化樹脂（ＵＶや放射線で硬化する材料を含む樹脂であれば特に種類は限定しない）を用い
た成形方法が挙げられる。ここで透光性フィルムとしては、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフ
タレート）、ＰＰ（ポリプロピレン）、ＰＣ（ポリカーボネート）ＰＭＭＡ（ポリメチル
メタクリレート）、ベンジルメタクリレートやＭＳ樹脂、その他のアクリル系樹脂、ある
いはＣＯＰ（シクロオレフィンポリマー）等の光学的に透明な部材を使用するのが好まし
い。
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　またはＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）、ＰＣ（ポリカーボネート）、ＰＭＭＡ
（ポリメチルメタクリレート）、ＣＯＰ（シクロオレフィンポリマー）、ＰＡＮ（ポリア
クリロニトリル共重合体）、ＡＳ（アクリロニトリルスチレン共重合体）等を用いて、当
該技術分野では良く知られている押し出し成形法、射出成型法、あるいは熱プレス成型法
によって形成してもよい。
【００５２】
　このような拡散板２５から出射された光は、光制御シート１の入射面に入射する。この
光制御シート１は、入射した光を出射面から出射する際に、光の出射方向、範囲、色、輝
度分布の何れか１つを少なくとも制御可能なように構成されている。
【００５３】
　図６（ａ）は、本実施形態の光制御シート１の概略構成を示す断面図、また図６（ｂ）
は、光制御シート１の構成例を示す斜視図である。
　光制御シート１は、透光性基材１７の観察者側Ｆの面１７ｂに、複合プリズムレンズで
ある略かまぼこ形状の単位レンズ１４が同一方向にアレイ状に配列されて構成され、透光
性基材の他方の面は略平坦をなす平面部（入射面）１７ａとされている。
　単位レンズ１４は、図６（ａ）に示すように、断面視略凸レンズの略半分の形状をなす
二つのプリズムレンズ１５、１５が一部重なって且つ単位レンズ１４の配列方向にシフト
量Δだけズレて複合化（一体化）された例えば略花びら形状をなしている。二つのプリズ
ムレンズ１５、１５は本実施形態ではそれぞれ左右対称をなす同一形状とするが、必ずし
も同一である必要はない。また、プリズムレンズ１５、１５のシフトする方向は配列方向
のみならず、この配列方向に直交する鉛直方向にシフトしたものであってもよい。
【００５４】
　また、単位レンズ１４は各プリズムレンズ１５の両側に湾曲側面１５ａ，１５ｂを有し
ている。単位レンズ１４，１４間の谷部１８ａは例えば逆円弧状等の凹曲面を形成してい
る。同様に、単位レンズ１４における二つのプリズムレンズ１５，１５間の谷部１８ｂも
例えば逆円弧状等の凹曲面を形成している。隣り合う単位レンズ１４、１４同士の谷部１
８ａや１つの単位レンズ１４の二つのプリズムレンズ１５，１５同士の谷部１８ｂをそれ
ぞれ凹曲面で形成することで、集光効果を高めて視覚方向の輝度を向上させると共に光制
御シート７の視野範囲が拡大する。しかも、凹曲面によって谷部１８ａ、１８ｂの谷線が
見えづらくなるためモアレコントラスト低減の効果が得られる。
【００５５】
　シフト量Δは、プリズムレンズ１５の配列ピッチをＰ０とした場合、下記の（１）式の
の範囲に設定される。
　（１／５）Ｐ０≦Δ≦（２／３）Ｐ０ …（１）
　ここで、シフト量Δが下限値（１／５）Ｐ０より小さいと集光効果が小さく、上限値（
２
　／３）Ｐ０を越えるとサイドローブが生じ易いため望ましくない。
【００５６】
　このようにしてプリズムレンズ１５、１５がΔ１だけシフトして複合化されることによ
り、この複合化されたプリズムレンズ１５、１５の間隔を最密間隔Ｐ１とした周期構造で
ある最近周期構造５が形成されるとともに、単位レンズ１４のピッチＰ２の周期構造であ
る最遠周期構造３が形成される。
　即ち、この光制御シート１における光制御構造は、表示部２１側に最も近接した周期構
造である最近周期構造５と表示部２１から最も離間した周期構造である最遠周期構造との
２つの周期構造からなる複合周期構造とされている。
【００５７】
　また、本実施形態の光制御シートにおいては、単位レンズが複合プリズムレンズである
略かまぼこ形状をなしていることから、最近周期構造５と最遠周期構造３との延在方向が
略同一方向に形成されている。
　これにより、最近周期構造５と、最遠周期構造３によるそれぞれの光の屈折作用、反射
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とができるため、観察者側Ｆからディスプレイ装置を平面視したとき、任意の位置方向に
対して集光効果を大きくすることができる。
【００５８】
　また、最近周期構造５の最密間隔Ｐ１（最近周期構造５の最も密となる間隔）と、最遠
周期構造３のピッチＰ２は、０．０５≦Ｐ１／Ｐ２≦１．０を満たすことが好ましく、特
に０．１５≦Ｐ１／Ｐ２≦０．８を満たすことがより好ましい。
　Ｐ１／Ｐ２が０．０５未満の場合、例えば最近周期構造５の最密間隔Ｐ１が２０μｍで
あると最遠周期構造３のピッチＰ２は４００μｍを超えてしまう。最遠周期構造３のピッ
チＰ２が大きくなりすぎると、後述する表示部２１の周期構造と最遠周期構造３との間で
モアレ干渉縞が生じやすくなるため好ましくない。また、最遠周期構造３のピッチＰ２を
小さくすると、最近周期構造５の最密間隔Ｐ１が小さくなり過ぎてしまい、該最近周期構
造５の機能を果たし得なくなってしまう。よって、Ｐ１／Ｐ２が０．０５以上であること
が望ましい。
　一方、Ｐ１／Ｐ２が１．０を超える場合、湾曲プリズムレンズをシフトするだけでは作
成することが出来ない。また図７のように湾曲プリズムレンズを観察者側Ｆあるいは背面
側にもシフトすることで、Ｐ１／Ｐ２が１．０を超えるものを製作することもできるが、
集光効果が低下するという問題が生じてしまう。従って、Ｐ１／Ｐ２が１．０以下である
ことが望ましい。
　さらに、Ｐ１／Ｐ２は、１／６≦Ｐ１／Ｐ２≦２／５を満たすことが最もが好ましい。
シフト量Δとの関係から集光効果を最も大きくすることができ、サイドローブを低減させ
ることが可能となるからである。
【００５９】
　ここで単位レンズ１４の湾曲側面１５ａ、１５ｂは次のように定義される。
　図８は単位レンズ１４を形成する一のプリズムレンズ１５を上下反転して示すものであ
る。図中、プリズムレンズ１５の頂部Ｒ０を境界とする一方のレンズ曲面に着目して基材
１３と重なるレンズ一端部をＲ１とする。そして、湾曲側面１５ａがレンズ一端部Ｒ１か
ら始まるとして、レンズ一端部Ｒ１から頂部Ｒ０までの間で、基材１３の面に対するレン
ズ曲面の任意の点での接線Ｌの傾斜角度θが２５°以上４５°以下となる点を湾曲側面１
５ａ、１５ｂの他端部Ｒ２とする。この場合、レンズ一端部Ｒ１から他端部Ｒ２までの間
では任意の点での接線Ｌの基材１３に対する傾斜角度θは４５°を超えた大きさの凸曲面
に設定され、レンズ一端部Ｒ１から他端部Ｒ２に向けて漸次接線Ｌの傾斜角度θが小さく
なり、レンズ他端部Ｒ２において初めて接線Ｌの傾斜角度θが２５°以上４５°以下の範
囲となるものとする。ここで、他端部Ｒ２における傾斜角度θが２５°未満では視野範囲
は広くなるが集光効果が低く、逆に４５°を越えると視野範囲が狭く且つサイドローブが
生じ易くなる。このレンズ一端部Ｒ１から他端部Ｒ２までの間の外側へ凸形状をなすレン
ズ曲面を湾曲側面１５ａ、１５ｂと定義するものとし、そのレンズ形状は下記（２）式で
示す非球面レンズ形状の一般式が適用される。但し、単位レンズ１４において湾曲側面１
５ｂは湾曲側面１５ｂ、１５ｂ同士が交差する谷部１８ｂから他端部Ｒ２までの比較的短
い長さに規定される。
【００６０】
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【数１】

【００６１】
　上記（２）式について更に説明する。図８において、ｚは、単位レンズ１４の幅方向位
置変数であるｒの関数であり、その値は単位レンズ１４の高さ方向を表す。（２）式にお
いて、ｋ＝０で球面、－１＜ｋ＜０で楕円、ｋ＝－１で放物面、ｋ＜－１で双曲面となり
、１／Ｒはｒにかかる係数であり、Ａ、Ｂ、Ｃは補正項係数である。
　また上記（２）式における各係数１／Ｒ，Ａ，Ｂ，Ｃが規定範囲（－１０＜１／Ｒ＜１
０,－５＜Ａ＜５,－１０＜Ｂ＜１０,－３０＜Ｃ＜３０）から外れた場合、集光効果が得
られないか、サイドローブが生じ易い欠点がある。すなわち（２）式で示す湾曲形状と傾
斜角度θとがマッチした範囲でのみ、集光効果と視野範囲とのバランスが取れたレンズシ
ートが提供される。単位レンズ１４を構成するプリズムレンズ１５，１５は、定義された
湾曲側面１５ａ、１５ｂを有し、その形状は谷部１８ｂから頂部Ｒ０までの短い長さの湾
曲側面１５ｂの範囲で左右対称であることが望ましい。この場合、単位レンズ１４も左右
対称となるため、視野範囲の偏りのない光制御シート７が形成される。
【００６２】
　また、プリズムレンズ１５の頂部Ｒ０は丸みを帯びたものであっても良い。丸みを帯び
ることで視野範囲が広がり、また先端のカケを防ぐことが出来る。しかしながら、プリズ
ムレンズ１５の先端の曲率半径が大きすぎると輝度低下につながるため、その半径Ｒはプ
リズムレンズ１５のピッチをＰ０としたとき、Ｒ≦Ｐ０／５ であることが望ましい。
　さらに、湾曲側面１５ｂ、１５ｂ同士が交差する谷部１８ｂが丸みを帯びたものであっ
てもよい。この場合、視野範囲が拡大するとともに、谷部の線が見えづらくなることでモ
アレ干渉縞のコントラストを低減させる効果が得られる。
【００６３】
　本実施形態における光制御シート１は、上記の形状に限定されるものではない。例えば
、単位レンズ１５の湾曲側面が左右非対称である場合や、異なる形状の単位レンズ１５が
複数配列されてなる光制御シート１であってもよい。更には図９（ａ）に示されるように
凸レンズ頂点にＶ溝が形成されたレンズや、図９（ｂ）に示されるように、凸球面（非球
面）シリンドリカルレンズ、図９（ｃ）に示されるように三角プリズム等を用いたもので
あってもよい。
【００６４】
　本実施形態の光制御シート１の光学的作用について図１０を用いて説明する。
　光拡散板２５から出射した光線Ｊ１、Ｊ２は、空気と光透過基材１７との屈折率差によ
り偏向されて光制御シート１内へ入射する。そして単位レンズ１５によって、該単位レン
ズ１５と空気層との屈折率差により屈折（光線Ｊ１）又は反射（光線Ｊ２）させられて偏
向させられる。これにより、正面方向への光量が増加して正面輝度が向上する。　
　ここで画面正面方向へと集光するために重要となるのは、空気と光制御シート１との屈
折率差により入射光が偏向される点である。これにより、例えば、光制御シート１の屈折
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率が一般的な樹脂材料値として１．５としたときに１８０度方向に広がる拡散光が約９０
度の範囲内に偏向されるされることになる。この９０度範囲に偏向された光が単位レンズ
１５により更に偏向され、正面方向へと集光し、正面輝度が向上する。
【００６５】
　上記のような単位レンズ１５は、透光性基材１７上にＵＶや放射線硬化樹脂を用いて成
形される。また、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）、ＰＣ（ポリカーボネート）、
ＰＭＭＡ（ポリメチルメタクリレート）、ＣＯＰ（シクロオレフィンポリマー）、ＰＡＮ
（ポリアクリロニトリル共重合体）、ＡＳ（アクリロニトリルスチレン共重合体）等を用
いて、当該技術分野では良く知られている押し出し成形法、射出成型法、あるいは熱プレ
ス成型法によって形成してもよい。
【００６６】
　光制御シート１から射出された光は、図１に示すように当該光制御シート１の出射面側
に配置された表示部２１に入射する。本実施形態に係るディスプレイ装置２７は、表示部
２１から観察者側Ｆに向けて画像信号によって表示制御された表示光を出射することで、
平面状の画像が表示される。
【００６７】
　この表示部２１は、図１に示すように液晶パネル３２の出射面側及び背面側に偏光板３
１、３３を備えており、該液晶パネル３２の背面側の偏光板３３には、その入射面にレン
ズ保護フィルム３３０が敷設されている。
【００６８】
　詳しくは１１に示すように、レンズ保護フィルム３３０は、偏光板３３に接する透明基
材３３１と該透明基材３３１の入射面側に積層された保護層３３２とから構成されており
、レンズ保護層３３２は、平均間隔Ｓｍの凹凸構造が形成されている。
【００６９】
　透明基材３３１は偏光板３３の透明基材を兼ねたものであってもよく、トリアセチルセ
ルロース（ＴＡＣ）フィルム等から構成されている。この透明基材３３１としてＴＡＣフ
ィルムを用いた場合、ケン化処理によって親水化することにより、レンズ保護層３３２が
設けられる面の反対側の面、即ち出射面側に偏光層を設けることができる。偏光層として
は、ヨウ素を加えた延伸ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）からなるものを用いることがで
きる。
【００７０】
　レンズ保護層３３２は光制御シート１と対向するように配置され、３以上の官能基を有
する（メタ）アクリレート系化合物またはウレタン（メタ）アクリレート系化合物を含む
バインダマトリックス３３Ｂと、球形ポリマー粒子またはシリカ粒子３３Ｐと、パーフル
オロアルキル基を備える化合物とを含み、パーフルオロアルキル基はレンズ保護層３３２
の表面に露出している。
【００７１】
　レンズ保護層３３２表面では、単独または凝集した複数の粒子３３Ｐが表面から突出す
ることによって凹凸が形成される。こうして形成される凹凸は非周期性のものであり、光
制御シート１の光制御構造と、表示部２１の周期構造とで発生するモアレを防止するのに
有効である。レンズ保護層３３２中における粒子の分散状態を制御すれば、モアレ抑制効
果の制御にもつながる。
【００７２】
　ところが、光制御シート１の最近周期構造５が密着した状態が発生すると、単純に非周
期性の凹凸形状を形成しただけでは、モアレを防止することはできず、観察者側Ｆからモ
アレを目視にて観察される問題が生じる。
　そのため従来は、光制御シート１とレンズ保護フィルムとの間に光拡散フィルムを設置
する構成であったが、部材の増加によるコストアップ、光拡散フィルムのシワ、光制御シ
ート１で得られた所望の配光分布の変化などの問題が生じる。
【００７３】
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　そこで、本発明のディスプレイ装置２７では、レンズ保護層３３２の凹凸構造の平均間
隔Ｓｍと、最近周期構造５の最密間隔Ｐ１が０．４≦Ｓｍ／Ｐ１≦２５　の関係を満たす
ことで、光制御シート１の光制御構造と、表示部２１の周期構造とで発生するモアレ干渉
縞を防ぐことが可能となる。
　Ｓｍ／Ｐ１が２５を超える場合、凹凸構造の平均間隔Ｓｍと最近周期構造５の最密間隔
Ｐ１の相対比が小さくなってしまうため、凹凸構造の非周期構造による散乱効果が低下し
てしまうため、光制御シート１の光制御構造と、表示部２１の周期構造とでモアレ干渉縞
が発生する。
　Ｓｍ／Ｐ１が０．４未満の場合、最近周期構造５の最密間隔Ｐ１が２００μｍの際に凹
凸構造のＳｍが０．０５μｍ未満となるため光の回折による色ムラが発生してしまう。
【００７４】
　また、平均間隔Ｓｍと最近周期構造５の最密間隔Ｐ１とは、特に１．６≦Ｓｍ／Ｐ１≦
１３．９の関係を満たすことが好ましい。
　Ｓｍ／Ｐ１が１．６以上の場合、モアレ低減効果がより大きくなり、表示部の観察者側
Ｆにアンチグレア層を設けず、透明層にすることが可能となる。アンチグレア層を設けた
場合、モアレ低減効果を高めることが可能となるが、表示画像が白くなってしまうため、
黒画像の表示性能が低下してしまいコントラストが低下する問題が生じる。そのため、Ｓ
ｍ／Ｐ１が１．６以上の場合、表示部の観察者側Ｆにアンチグレア層を設けず、透明層に
することで、ディスプレイ装置の黒画像の表示性能を低下することなく、高コントラスト
を維持しつつ、モアレを低減することが可能となる。
　一方、Ｓｍ／Ｐ１が１３．９以内の場合、最密間隔Ｐ１のＳｍに対する相対比が十分大
きくなるため、最近周期構造５とレンズ保護層３３２との摩擦に対する、最近周期構造５
の耐久性がより大きくなり、その結果、レンズ保護層３３２の機能がより大きくなる。
【００７５】
　ここで、平均間隔Ｓｍが８０μｍ未満の場合、非周期構造による散乱効果が強すぎるた
め光のロスが発生して輝度が低下し、平均間隔Ｓｍが２５０μｍ超える場合、非周期性構
造による散乱効果が低下するためモアレが発生する。よって、平均間隔Ｓｍが８０μｍ≦
Ｓｍ≦２５０μｍの範囲内にあることが必要となる。
【００７６】
　また、最密間隔Ｐ１が１０μｍ未満の場合には回折現象が発生することで色ムラが発生
し、最密間隔Ｐ１が２００μｍを超える場合にはモアレが発生する。よって、最密間隔Ｐ
１は１０μｍ≦Ｐ１≦２００μｍの範囲内にある必要がある。
【００７７】
　このようなレンズ保護層３３２を用いることで、光制御シート１の最遠周期構造３のピ
ッチＰ２、あるいは最近周期構造５の最密間隔Ｐ１を不均一にしたり、光制御シート１の
最遠周期構造３の延在方向、あるいは最近周期構造５の延在方向を蛇行形状にする必要が
なくなる。よって、コストダウン、光制御シート１のスジムラの防止及び視野角度制御の
自由度向上を図ることが可能となる。
【００７８】
　レンズ保護層３３２の凹凸構造の算術平均粗さＲａは、０．１μｍ以上０．４μｍ以下
が好ましい。また十点平均粗さＲｚは、０．３μｍ以上１．２μｍ以下が好ましい。
　また、粒子３３Ｐとしてアクリルスチレン粒子を用い、バインダマトリックス中にペン
タエリスリトールトリアクリレート（ＰＥＴＡ）を２０重量部以上含有させると、粒子の
分散性の制御が容易になる。具体的には、アクリルスチレン粒子のアクリル部位に存在す
るカルボニル基とＰＥＴＡ中に存在する水酸基の相互作用により粒子３３Ｐの分散状態が
変化する。バインダマトリックス中のＰＥＴＡが２０重量部未満の場合、ＰＥＴＡ由来の
水酸基が少なく、アクリルスチレン粒子のアクリル部位に存在するカルボニル基との相互
作用が減少し、粒子の凝集が著しくなり、表面凹凸が過剰になって、輝度低下が大きくな
りすぎる。これに対して、バインダマトリックス中のＰＥＴＡが２０重量部以上の場合、
アクリルスチレン粒子のアクリル部位の割合を適切に設定することで容易に粒子３３Ｐの
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分散性を制御できる。このため、表示品質を重視する場合、レンズ保護層３３２にバイン
ダマトリックスと１種類のアクリルスチレン粒子を含有させ、バインダマトリックス中に
ＰＥＴＡを２０重量部以上含有させることが好ましい。
【００７９】
　アクリルスチレン粒子の平均粒径（ＲＡ）をレンズ保護層３３２の平均膜厚（Ｈ）で除
した値（ＲＡ／Ｈ）が０．８０を超える場合、レンズ保護層表面に大きな凸部が形成され
、表面凹凸が過剰となり輝度低下を起こしやすい。このため、（ＲＡ／Ｈ）の値は０．８
０以下であることが好ましい。このアクリルスチレン粒子の平均粒径は、光散乱式粒子径
分布測定装置により求められる。
【００８０】
　レンズ保護層３３２の平均膜厚とは、表面凹凸のあるレンズ保護層３３２の膜厚の平均
値を意味する。平均膜厚は電子マイクロメーターや全自動微細形状測定機により求めるこ
とができる。
　ここで、レンズ保護層３３２の平均膜厚が３μｍ未満の場合、十分な保護機能が得られ
ず、レンズからの傷が透明基材（たとえばＴＡＣ）にまで達して傷が残る。一方、レンズ
保護層の平均膜厚が３０μｍを超える場合、コスト高になるうえに、得られるフィルムの
カールの度合いが大きくなって偏光板に設けるための加工工程に適さないことがある。
　よって、レンズ保護層３３２の平均膜厚（Ｈ）は、３μｍ～３０μｍが好ましく、４μ
ｍ～２０μｍがより好ましい。
【００８１】
　バインダマトリックスに対する粒子の割合が大きいほど、レンズ保護層３３２を形成す
る際に粒子３３Ｐどうしの凝集が著しくなり、凹凸間のピッチが大きくなるため、いわゆ
るユズ肌外観を生じる。一方、バインダマトリックスに対する粒子３３Ｐの割合が小さい
と、レンズ保護層３３２が十分な散乱性を示さず、拡散性が低下し、モアレを十分に防ぐ
ことができなくなる。
【００８２】
　アクリルスチレン粒子のアクリル部位の割合を変化させることによって、レンズ保護層
３３２中での複数の粒子の凝集状態、したがって粒子分散を制御できる。
【００８３】
　アクリルスチレン粒子のアクリル部位の割合の変化は、粒子の屈折率の変化と連動する
。すなわち、アクリルスチレン粒子のアクリル部位の割合が少ないと屈折率が高くなり、
アクリル部位の割合が多いと屈折率が低くなる。粒子の屈折率とバインダマトリックスの
屈折率の差が大きいほど凝集する傾向は大きくなる。
　ここで、バインダマトリックスの屈折率（ｎＭ）とはバインダマトリックス形成材料か
らなる膜の屈折率を意味する。電離放射線によって硬化する電離放射線硬化型のバインダ
マトリックス形成材料を用いた場合には、バインダマトリックスの屈折率（ｎＭ）は電離
放射線を照射して硬化させた後の屈折率となる。すなわち、レンズ保護層においてアクリ
ルスチレン粒子を除いた箇所での屈折率がバインダマトリックスの屈折率となる。なお、
バインダマトリックスの屈折率（ｎＭ）およびアクリルスチレン粒子の屈折率（ｎＡ）は
ベッケ線検出法（液浸法）により求めることができる。
【００８４】
　ここで、粒子３３Ｐの凝集性を制御すれば、輝度低下が少なく、モアレの抑制効果が高
いレンズ保護フィルム３３０とすることができる。
　この具体例として、図１２に粒子３３Ｐの分散状態がよいレンズ保護層の顕微鏡写真を
、図１３に粒子３３Ｐが比較的凝集しているレンズ保護層３３２の顕微鏡写真を示す。な
お、図１２および図１３に示した２つのレンズ保護層３３２は同等のヘイズを示す。
　これら２つを対比するに、図１２のレンズ保護層ではモアレが認識され易かったが、図
１３のレンズ保護層ではモアレが認識されにくかった。ただし、単純に凝集状態を強くす
ると、凝集に起因する欠陥が多数できて品質低下を招くおそれがある。このため、上記の
ように各種のパラメータを調製して、粒子３３Ｐの凝集状態（分散状態）を適度に制御す
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ることが好ましい。
【００８５】
　パーフルオロアルキル基を有した化合物としては、パーフルオロオクタンスルホン酸、
パーフルオロオクタン酸、パーフルオロアルキル基と極性基、結合基からなるものなどが
挙げられる。パーフルオロアルキル基における炭素鎖が長いほどすべり性などの性能が上
がることが知られている。パーフルオロアルキル基としては炭素数が６程度のものがよく
用いられ、これらをグラフト重合したものも用いられる。
【００８６】
　また、レンズ保護フィルム３３０は、必要に応じて、反射防止性能、帯電防止性能、防
汚性能、電磁波シールド性能、赤外線吸収性能、紫外線吸収性能などを有する機能層が設
けらたものであってもよい。これらの機能層としては、反射防止層、帯電防止層、防汚層
、電磁波遮蔽層、赤外線吸収層、紫外線吸収層、色補正層などが挙げられる。これらの機
能層は単層であってもよいし、複数層であってもよい。機能層は、防汚性能を有する反射
防止層というように、１層で複数の機能を有していてもよい。これらの機能層は、透明基
材とレンズ保護層３３２の間に設けてもよいし、レンズ保護層３３２上に設けてもよい。
これらの層の接着性を向上させるために、各層間にプライマー層や接着層などを設けても
よい。
【００８７】
　次に、レンズ保護フィルム３３０の形成方法を説明する。
　本実施形態のレンズ保護フィルム３３０は、たとえば電離放射線によって硬化するバイ
ンダマトリックス形成材料と、球状ポリマー粒子またはシリカ粒子と、パーフルオロアル
キル基を有する化合物とを含むレンズ保護層形成用塗布液を透明基材上に塗布して塗膜を
形成する工程と、バインダマトリックス形成材料を電離放射線により硬化させる工程によ
り形成することができる。
　　バインダマトリックス形成材料として、電離放射線硬化型材料である多官能ウレタン
（メタ）アクリレート化合物、（メタ）アクリレート化合物を用いることができるが、こ
の中でも３官能アクリレートモノマーまたは４官能アクリレートモノマーを用いることが
好ましい。３官能アクリレートモノマーまたは４官能アクリレートモノマーを用いること
により十分な耐擦傷性を備えるレンズ保護フィルムを形成することができる。３官能アク
リレートモノマーおよび４官能アクリレートモノマーの具体例としては、多価アルコール
のアクリル酸またはメタクリル酸エステルのような多官能性のアクリレートモノマー、ま
たはジイソシアネートと多価アルコールおよびアクリル酸またはメタクリル酸のヒドロキ
シエステルなどから合成される多官能のウレタンアクリレートモノマーのうち、３官能お
よび４官能のものが挙げられる。また、５官能以上のウレタン（メタ）アクリレート化合
物または（メタ）アクリレート化合物をバインダマトリックス形成材料に用いることが好
ましい。
【００８８】
　電離放射線として紫外線を用いる場合、レンズ保護層形成用塗布液に光重合開始剤を加
えられる。光重合開始剤はバインダマトリックス形成材料に適合するものを用いることが
好ましい。光重合開始剤としては、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾイン
エチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンジルメチルケタールなどのベン
ゾインとそのアルキルエーテル類などが用いられる。光重合開始剤の使用量は、バインダ
マトリックス形成材料に対して０．５～２０ｗｔ％が好ましく、１～５ｗｔ％がより好ま
しい。
【００８９】
　レンズ保護層形成用塗布液は溶媒を用いて調製する。溶媒を加えることにより、粒子や
バインダマトリックスを均一に分散させ、レンズ保護層形成用塗布液を透明基材上に塗布
する際に粘度を適切な範囲に調整することができる。
【００９０】
　透明基材３３１としてトリアセチルセルロースを用い、トリアセチルセルロースフィル
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ム上に他の機能層を介さず直接的にレンズ保護層３３２を設ける場合には、レンズ保護層
形成用塗布液の溶媒として、トリアセチルセルロースフィルムを溶解または膨潤させる溶
媒とトリアセチルセルロースフィルムを溶解または膨潤させない溶媒の混合溶媒を用いる
ことが好ましい。このような混合溶媒を用いることにより、トリアセチルセルロースフィ
ルムとレンズ保護層が界面において十分な密着性を有するレンズ保護フィルム３３０とす
ることができる。
【００９１】
　また、すべり性を付与する際に用いるパーフルオロアルキル基を有するフッ素系添加剤
の溶解を容易にするため、ハイドロフルオロエーテル、テトラヒドロフラン、オキセタン
などのエーテル類を用いてもよい。エーテル類は、トリアセチルセルロースフィルムを溶
解または膨潤させる溶媒およびトリアセチルセルロースフィルムを溶解または膨潤させな
い溶媒のいずれかと兼ねることもできる。
【００９２】
　トリアセチルセルロースフィルムを溶解または膨潤させる溶媒としては、ジブチルエー
テル、ジメトキシメタン、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン、プロピレンオキシド、
ジオキサン、ジオキソラン、トリオキサン、テトラヒドロフラン、アニソール、ハイドロ
フルオロエーテル、テトラヒドロフラン、オキセタンおよびフェネトールなどのエーテル
類、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン、ジプロピルケトン、ジイソブチル
ケトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、メチルシクロヘキサノン、およびエチル
シクロヘキサノンなどの一部のケトン類、蟻酸エチル、蟻酸プロピル、蟻酸ｎ－ペンチル
、酢酸メチル、酢酸エチル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル、酢酸ｎ－ペンチ
ル、およびγ－プチロラクトンなどのエステル類、メチルセロソルブ、セロソルブ、ブチ
ルセロソルブ、セロソルブアセテートなどのセロソルブ類が挙げられる。これらは単独で
または２種以上組み合わせて用いることができる。このうちエーテル類は、パーフルオロ
アルキル基を有する化合物からなる添加剤を溶解する作用を有していてもよい。
【００９３】
　トリアセチルセルロースフィルムを溶解または膨潤させない溶媒としては、トルエン、
キシレン、シクロヘキサン、シクロヘキシルベンゼンなどの芳香族炭化水素類、ｎ－ヘキ
サンなどの炭化水素類、メチルイソブチルケトン、メチルブチルケトンなどの一部のケト
ン類などが挙げられる。これらは単独でまたは２種以上組み合わせて用いることができる
。
【００９４】
　レンズ保護層形成用塗布液を塗布してレンズ保護層３３２の塗膜を形成する際には、ハ
ジキやムラといった塗膜欠陥の発生を防止するために、表面調整剤と呼ばれる添加剤を加
えてもよい。表面調整剤は、その働きに応じて、レベリング剤、消泡剤、界面張力調整剤
、表面張力調整剤とも呼ばれる。これらはいずれも、形成されるレンズ保護層３３２の塗
膜の表面張力を低下させる作用を有する。表面調整剤としては、シリコーン系添加剤、フ
ッ素系添加剤、アクリル系添加剤などが挙げられる。
【００９５】
　輸送途中などに擦れることによって、単位レンズ１やレンズ保護層３３２自体が傷つか
ないように、レンズ保護層３３２の表面が高いすべり性を有することが好ましい。すべり
性を有する化合物としては、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）に代表されるよう
なフッ素樹脂がよく知られている。ただし、このような樹脂は、そのままではＴＡＣフィ
ルムへ密着せずＴＡＣ表面へのコート剤として使用することができない。
【００９６】
　これに対して、ＰＴＦＥと同様の官能基であるパーフルオロアルキル基を有するいわゆ
る変性化合物を用いることにより、ＰＴＦＥと同様のすべり性を有し、レンズ表面を傷つ
けにくくできることを見出した。パーフルオロアルキル基を有する変性化合物の添加量は
、０．１～３ｗｔ％の範囲であることが好ましい。０．１ｗｔ％未満であると、すべり性
が十分でなく、レンズを傷つけやすい。３％ｗｔを超えると、ミセルを形成しやすくなり
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、欠陥を発生させてしまう。
【００９７】
　レンズ保護層形成用塗布液には、表面調整剤のほかに他の添加剤を加えてもよい。ただ
し、これらの添加剤は形成されるレンズ保護層３３２のすべり性、透明性、光拡散性など
に影響を与えないことが好ましい。機能性添加剤としては、帯電防止剤、紫外線吸収剤、
赤外線吸収剤、防汚剤、撥水剤、屈折率調整剤、密着性向上剤、硬化剤などが挙げられる
。これらの機能性添加剤により、レンズ保護層に帯電防止機能、紫外線吸収機能、赤外線
吸収機能、防汚機能、撥水機能といった機能を持たせることができる。
【００９８】
　レンズ保護層形成用塗布液を透明基材上に塗布するには、ロールコーター、リバースロ
ールコーター、グラビアコーター、ナイフコーター、バーコーター、ダイコーターを用い
ることができる。特に、ロール・ツー・ロール方式で高速で塗工することが可能なダイコ
ーターを用いることが好ましい。塗布液の固形分濃度は、塗工方法により異なるが、おお
よそ３０～７０重量％であればよい。
【００９９】
　また、レンズ保護層３３２は、塗布液を透明基材上に塗布することにより得られる塗膜
に対し、電離放射線を照射することにより形成される。電離放射線としては、紫外線、電
子線を用いることができる。紫外線硬化の場合には、高圧水銀灯、低圧水銀灯、超高圧水
銀灯、メタルハライドランプ、カーボンアーク、キセノンアークなどの光源を利用できる
。電子線硬化の場合には、コックロフトワルト型、バンデグラフ型、共振変圧型、絶縁コ
ア変圧器型、直線型、ダイナミトロン型、高周波型などの各種電子線加速器から放出され
る電子線を利用できる。電子線のエネルギーは、５０～１０００ｋｅＶが好ましく、１０
０～３００ｋｅＶがより好ましい。
　上記のような硬化によりレンズ保護層３３２を形成する工程の前後に乾燥工程を設けて
もよい。また、硬化と乾燥を同時に行ってもよい。乾燥手段としては加熱、送風、熱風な
どが挙げられる。
【０１００】
　以上のような構成からなるディスプレイ装置２７においては、光制御シート１が最近周
期構造５と最遠周期構造３とからなる周期構造を備えていることから、光の利用効率及び
輝度を高くすることができるとともに、サイドローブを低減させることが可能となる。
　また、レンズ保護層３３２の凹凸構造の平均間隔Ｓｍと最近周期構造５の最密間隔Ｐ１
とが、８０μｍ≦Ｓｍ≦２５０μｍ、１０μｍ≦Ｐ１≦２００μｍ、０．４≦Ｓｍ／Ｐ１
≦２５の関係を満たすため、輝度を高く維持しながらモアレ干渉を防止するとともに色ム
ラを抑えることが可能となる。
【０１０１】
　また、最近周期構造５の延在方向と、最遠周期構造３の延在方向が略同一方向となるよ
うに構成されているため、最近周期構造５及び最遠周期構造３によるそれぞれの光の屈折
作用、反射作用が最も大きく働く方向が略一致することになるから、観察者側からディス
プレイ装置２７を平面視したとき、任意の位置方向に対して集光効果を大きくすることが
可能となる。
【０１０２】
　さらに、最近周期構造５の最密間隔Ｐ１と最遠周期構造３のピッチＰ２とが、０．０５
≦Ｐ１／Ｐ２≦１．０の関係を満たすことから、モアレ干渉が生じるのを防ぎつつ、最近
周期構造５の機能を発揮することが可能となる。
【０１０３】
　以上のようにして第一の実施形態のディスプレイ装置２７によれば、表示部２１に平均
間隔Ｓｍの凹凸構造を有するレンズ保護層３３２を形成するとともに、光制御シート１に
最近周期構造５及び最遠周期構造３を備えた光制御構造を形成することにより、別途部品
を設けなくとも、光の利用効率及び輝度を高くすることができるとともに、サイドローブ
やモアレを効果的に低減することが可能とし、コストが低く光学性能に優れたディスプレ
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イ装置２７を提供することが可能となる。
【０１０４】
　次に、第二の実施形態のディスプレイ装置６０について説明する。このディスプレイ装
置６０は、光制御シート６１の形状が第一実施形態のディスプレイ装置２７と異なる点で
、第一実施形態とは相違する。
　図１４（ａ）は第二実施形態のディスプレイ装置の縦断面図、図１４（ｂ）は図１４（
ａ）のＡ方向矢視図、図１５（ａ）は第二実施形態の光制御シートの斜視図、図１５（ｂ
）は図１５（ａ）のＢ方向矢視図、図１５（ｃ）は図１５（ａ）のＣ方向矢視、図１５（
ｄ）は光制御シートの平面図である。
【０１０５】
　光透過基材６２の観察者側Ｆの面６２ｂには一方向に延在するアレイ状の最遠周期構造
６３が形成されている。また、図１４（ｂ）に示すように、該最遠周期構造６３の頂部６
３ａには、最遠周期構造６３の延在方向と交差する方向に最近周期構造６４が形成されて
いる。即ち、本実施形態の光制御シート６１は、最遠周期構造６３と最近周期構造６４と
からなるクロスレンズ形状をなしている。
【０１０６】
　最遠周期構造６３のレンズ形状は、台形プリズム形状をなしており、この台形プリズム
の頂部６３ａには最近周期構造６４が形成されている。台形プリズムにおいては、台形状
の斜辺を構成する傾斜面６３ｂは略直線となるため、三角プリズムと同等の効果が得られ
る。そのため、観察者側Ｆへの集光効果が高いため、高輝度なディスプレイ装置６０を得
ることができる。この際、該台形プリズムの頂角θ１は６０度～１１０度、更には８０度
～１００度の範囲であることが望ましい。
【０１０７】
　最近周期構造６４のレンズ形状は、観察者側Ｆへの集光効果が高い三角プリズム形状に
形成され、上記最遠周期構造６３と直交する方向に沿って最遠周期構造を構成する複数の
台形プリズムに跨って延びている。なお。三角プリズムの頂角θ２は６０度～１１０度、
更には８０度～１００度の範囲であることが望ましい。
【０１０８】
　図１５（ｄ）に示されるように、最遠周期構造６３の延在方向と最近周期構造６３の延
在方向とのなす角は略９０°であることが望ましい。これにより、観察者側Ｆからディス
プレイ装置６０を平面視したとき、最遠周期構造６３の延在方向と最近周期構造６３との
延在方向との二方向に集光効果を得ることができる。
【０１０９】
　このような第二実施形態の光制御シート６１は二方向に集光機能が存在するため、より
集光効果が高くすることができる。
　例えば、二方向以上に集光機能が存在する光学フィルムとして、四角錘に代表される多
角錘レンズが挙げられるが、二方向の集光割合を調節するには、多角錘の頂角を変える必
要がある。四角錘レンズの場合、最も輝度が高くするには頂角を９０°にする必要がある
が、二方向の集光機能のうち、どちらか一方向の視野範囲を拡げたい又は狭めたいといっ
た場合、頂角を大きくする、又は小さくする必要がある。しかしながら、この頂角を変え
てしまうと輝度が低下してしまうという問題が生じる。
　この点、本実施形態の光制御シート６１は、最遠周期構造６３が台形プリズム形状であ
り、最近周期構造６４が三角プリズム形状であって、かつ、最遠周期構造６３である台形
プリズムの頂部６３ａと最近周期構造６４の頂部６４ａとが一致しているため、最遠周期
構造６３の頂部６３ａの幅Ｌを調整することで、二方向の集光割合を輝度を大きく変えず
に調節することができる。即ち、最遠周期構造６３の延在方向の視野を広く設定したり、
該最遠周期構造６３の延在方向及び最近周期構造６４の延在方向の二方向の視野を同程度
に設定したり等、本発明の光制御シート６１の適用条件によって視野の範囲を任意に設定
することが可能となる。
【０１１０】
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　また、本実施形態の光制御シート６１は、最遠周期構造６３が台形プリズム形状であり
、最近周期構造６４が三角プリズム形状である複合形状であるため、三角プリズムで発生
するサイドローブがほとんど生じないという特性を有する。
　図１６（ａ）に比較対象としての９０度三角プリズムの視野角分布を示す。三角プリズ
ムは正面方向に集光するため０度に最大ピークを有するが、サイドローブが生じて４５度
付近に谷間Ｖａが生じる。このサイドローブはディスプレイ装置４０として不要な方向へ
の射出光であるが、サイドローブ自体がディスプレイ装置４０を観察する上で問題となる
のではなく、０度のメインピークとサイドローブとの谷間Ｖａの輝度が低いことが問題と
なる。従って、サイドローブを低減させてもこの谷間Ｖａの輝度が低すぎる場合、ディス
プレイ装置４１として望ましくない。
【０１１１】
　一方、光制御シート６１は、最遠周期構造６３が台形プリズム形状であり、最近周期構
造６４が三角プリズム形状である複合レンズ形状であるため、最遠周期構造６３の延在方
向と最近周期構造６４の延在方向との視野分布が構成された視野分布特性を得られるため
、図１６（ｂ）に示されるように、上記谷間Ｖａに光を射出することが可能となる。
　また、最遠周期構造６３の頂部６３ａの幅Ｌを調節することで、最遠周期構造６３の延
在方向、または最近周期構造６４の延在方向の視野を調節することが可能となる。
【０１１２】
　図１７（ａ）は最遠周期構造６３の頂部６３ａの幅Ｌを変化させたときの光制御シート
６１の輝度の測定結果を示した図である。図１７（ｂ）は最遠周期構造６３の延在方向及
び最近周期構造６２の延在方向の半値角の測定結果を示した図である。なお、輝度は９０
度三角プリズムを１．０として規格化した値である。また、図１７（ａ）（ｂ）における
ｘ軸は、最遠周期構造６３の頂部６３ａの幅Ｌと最遠周期構造６３を構成する単位レンズ
のピッチＰ２との比である。そして、当該測定に際しては、ディスプレイ装置６０の表示
部２１を鉛直方向に沿って配置するとともに、最遠周期構造６３の延在方向が水平方向Ｈ
ｏに沿うように、かつ最近周期構造６４の延在方向が鉛直方向Ｖｅに沿うように設置した
。
【０１１３】
　最遠周期構造６３の頂部６３ａの幅Ｌが狭くなると、最近周期構造６４の集光効果が弱
まり、最遠周期構造６３の集光効果が強まるため、上記Ｖｅ方向の半値角が狭くなり、上
記Ｈｏ方向の半値角が広くなる。
　一方、最遠周期構造６３の頂部６３ａの幅が広くなると、最遠周期構造６３の集光効果
が弱まり、最近周期構造６４の集光効果が強まるため、上記Ｖｅ方向の半値角が広くなり
、上記Ｈｏ方向の半値角が狭くなる。
【０１１４】
　本実施形態のディスプレイ装置６０をテレビ用途として使用する場合、上記Ｈｏ方向の
半値角が広いことが望ましい。テレビを観察する際、Ｈｏ方向の様々な位置から観察者が
テレビを観察するためである。しかしながら本発明のディスプレイ装置２７を広告看板用
途等として使用する場合、Ｖｅ方向の半値角が広いことが望ましい場合もある。
【０１１５】
　また、光制御シート６１は最遠周期構造６３の延在方向を鉛直方向Ｖｅに配列しても良
く、水平方向Ｈｏに配列しても良い。最遠周期構造６３の頂部６３ａの幅Ｌを変化させる
ことで、水平方向Ｈｏと鉛直方向Ｖｅとの双方の半値角を制御できるためである。従って
、最遠周期構造６３の頂部６３ａの幅Ｌと、最遠周期構造６３を構成する単位レンズのピ
ッチＰ２との比は任意に選択することが可能である。
【０１１６】
　ここで、最遠周期構造６３を頂角が６０度の台形プリズムとし、最近周期構造６４を頂
角が１１０度の三角プリズムとしたとき、最近周期構造６４を構成する単位レンズの最密
間隔Ｐ１が最遠周期構造６３を構成する単位レンズのピッチＰ２の２倍を超えると、最遠
周期構造６３を構成する単位レンズの高さより最近周期構造６４を構成する単位レンズの
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高さの方が高くなってしまうため、最遠周期構造６３の効果は消滅する。従って、Ｐ１／
Ｐ２は２以下であることが望ましい。
　また、最近周期構造６４を構成する単位レンズの最密間隔Ｐ１が、最遠周期構造６３を
構成する単位レンズのピッチＰ２より小さい分には、光学特性上問題ないが、例えば、最
近周期構造６４を構成する単位レンズの最密間隔Ｐ１を２０μｍとしたとき、Ｐ１／Ｐ２
が０．０５であるとき、最遠周期構造６３を構成する単位レンズのピッチＰは４００μｍ
となる。最遠周期構造６３を構成する単位レンズのピッチＰ２が大きくなりすぎると、表
示部２１の周期構造と最遠周期構造６３の周期構造との間でモアレ干渉縞が生じやすくな
るため望ましくない。一方、最遠周期構造６３を構成する単位レンズのピッチＰ２を小さ
くすると、最近周期構造６４を構成する単位レンズの最密間隔Ｐ１が小さくなり過ぎてし
まうため、望ましくない。従って、Ｐ１／Ｐ２は０．０５以上であることが望ましい。
　以上を踏まえ、上記最密間隔Ｐ１とピッチＰ２との間には、０．０５≦Ｐ１／Ｐ２≦２
．０の関係が成り立つことが望ましい。
【０１１７】
　この第二実施形態の光制御シート６１の製法としては、図１８に示されるような光制御
シート６１を作製する型６５を用意し、この型６５の逆版をおこして型とすることで作製
することができる。最遠周期構造型部６６により最遠周期構造６３が形成され、最近周期
構造型部６７により最近周期構造６４が形成される。
　また製法としてこの他、光透過基材６２上に最遠周期構造６３を形成して後、最近周期
構造６４を形成することもできる。
【０１１８】
　ここまで、最遠周期構造６３が台形プリズムであり、最近周期構造６４が三角プリズム
である場合について説明してきたが、最遠周期構造６３のレンズ形状と最近周期構造６４
とのレンズ形状は任意に選択することが可能である。
　ここで例えば、最遠周期構造６３として凸レンチキュラーが挙げることができる。凸レ
ンチキュラーは、一方向にのみ形成された場合、視野範囲の広いディスプレイ装置６０が
得られるが、一方で観察者側Ｆへの集光効果は弱いため高輝度は得難い。しかしながら、
凸レンチキュラーの頂部に最近周期構造６３として凸レンチキュラーを形成した場合、水
平方向Ｘｏと垂直方向Ｖｅとの２方向の集光効果が得られるため、視野範囲が広く且つ高
輝度なディスプレイ装置６０を得ることができる。
【０１１９】
　上述のような最遠周期構造６３、最近周期構造６４は、透光性基材６２上にＵＶや放射
線硬化樹脂を用いて成形されるか、またはＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）、ＰＣ
（ポリカーボネート）、ＰＭＭＡ（ポリメチルメタクリレート）、ＣＯＰ（シクロオレフ
ィンポリマー）、ＰＡＮ（ポリアクリロニトリル共重合体）、ＡＳ（アクリロニトリルス
チレン共重合体）等を用いて、当該技術分野では良く知られている押し出し成形法、射出
成型法、あるいは熱プレス成型法によって形成される
【０１２０】
　また、本実施形態のディスプレイ装置６０においても、レンズ保護層３３２の凹凸構造
の平均間隔Ｓｍと最近周期構造５の最密間隔Ｐ１とが、８０μｍ≦Ｓｍ≦２５０μｍ、１
０μｍ≦Ｐ１≦２００μｍ、０．４≦Ｓｍ／Ｐ１≦２５の関係を満たすため、輝度を高く
維持しながらモアレ干渉を防止するとともに色ムラを抑えることが可能となる。
　なお、本実施形態においても第一実施形態と同様に、１．６≦Ｓｍ／Ｐ１≦１３．９が
好ましい。
【０１２１】
　以上、本発明であるディスプレイ装置２７、６０の実施形態について詳細に説明したが
、本発明の技術的思想を逸脱しない限り、これらに限定されることはなく、多少の設計変
更等も可能である。
　例えば、光制御シート１、６１においては、最遠周期構造３、６３のピッチＰ２及び最
近周期構造６４の最密間隔Ｐ１が略均一であることが望ましいが、不均一なものであって
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もよい。これにより、表示部２１の周期構造と、最遠周期構造３、６３または最近周期構
造５、６４とのモアレ干渉縞の発生をより低減することが可能とある。
【０１２２】
　また、光制御シート１、６１は、最遠周期構造３、６３の長手方向形状あるいは、最近
周期構造５、６４の長手方向形状は直線形状であることが望ましいが、蛇行形状であって
もよい。蛇行形状にすることで、表示部２１の周期構造と、最遠周期構造３、６３または
最近周期構造５、６４とのモアレ干渉縞の発生をより低減することが可能である。
【０１２３】
　さらに、光制御シート１、６１においては、最遠周期構造３、６３の長手方向または最
近周期構造５、６４の長手方向を、水平方向Ｈｏ又は鉛直方向Ｖｅに対して０度から４５
度の傾斜して設置してもよい。この場合、特に３度～２０度が好ましい。これにより、表
示部２１の周期構造と、最遠周期構造３、６３あるいは、最近周期構造５、６４とのモア
レ干渉縞の発生をより低減することが可能である。
【０１２４】
　なお、最遠周期構造３、６３のピッチＰ２は、３０μｍ以上２００μｍ以下が好ましい
が、特に５０μｍ以上１５０μｍ以下が好ましい。ピッチＰ２が２００μｍを超えた場合
、表示部２１の周期構造と、最遠周期構造３、６３とのモアレ干渉縞が発生するため、望
ましくない。ピッチＰ２が３０μｍ未満の場合、光制御シート１、６１の製造する際に使
用する型の製造において、ピッチＰ２が小さくなるにつれて、製造時間がより必要になり
、かつキズによる形状変化の影響が大きくなるので、製造効率が下がってしまい、コスト
アップの要因となってしまうので好ましくない。
【０１２５】
　また、光制御シート１、６１の背面側の面に凹凸構造を形成することが好ましい。凹凸
構造を形成することで、光制御シート１、６１と拡散板２５との間による密着有無による
明るさのムラを防止することができる。
【０１２６】
　また、最近周期構造５、６４の最密間隔Ｐ１は、１０μｍ以上２００μｍ以下が好まし
いが、特に１５μｍ以上５０μｍ以下が好ましい。ピッチＰ１が２００μmを超えた場合
、表示部２１の周期構造と、最近周期構造５、６４とのモアレ干渉縞が発生するため、望
ましくない。ピッチＰ１が１０μｍ未満の場合、光制御シート１の製造する際に使用する
型の製造において、ピッチＰ２が小さくなるにつれて、製造時間がより必要になり、かつ
キズによる形状変化の影響が大きくなるので、製造効率が下がってしまい、コストアップ
の要因となってしまうので望ましくない。
【０１２７】
　光制御シート１、６１の厚みに関しては光学特性への影響よりはむしろ製造プロセス或
は要求される光制御シート１、６１の物理特性等により決められる。例えば、ＵＶ成形に
より光制御構造を形成した場合、その光透過基材１７、６２の厚さは、５０ｕｍ以下だと
シワが出てしまうため、５０μｍを超える必要がある。また、使用するバックライト・ユ
ニットやディスプレイ装置のサイズによりその基材厚みは変化する。例えば、対角３２イ
ンチサイズ以上のディスプレイ装置では基材厚さは０．０５ｍｍから３ｍｍが望ましい。
【０１２８】
　また、光制御シート１、６１と拡散板２５とを固定要素を介して積層一体化してもよい
。これにより、光制御シート１のシワやタワミなどを防ぐことが可能となる。また、固定
要素は、光の吸収が少なく、光反射率が高い光マスクであることが好ましい。さらに、光
マスクは、光制御シート１、６１が光制御構造を有する側から平行光を入射した場合に、
光制御構造を有しない面での前記平行光によって露光されない位置にあることが好ましい
。上述の位置に光マスクがあることにより、光源４１の光が光制御シート１、６１背面側
から入射する位置を適切に調整することが可能となり、光制御シート１、６１の集光効果
をより大きくすることが可能となる。」
【実施例】
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【０１２９】
　上記説明したディスプレイ装置において、レンズ保護層の凹凸構造の平均間隔Ｓｍ、最
近周期構造の最密間隔Ｐ１及びこれらの比Ｓｍ／Ｐ１がモアレ、色ムラ、耐磨性及び輝度
に与える影響について調査するため、以下の測定試験を行った。
【０１３０】
　表１に測定試験で使用した光制御シートの構成を示す。本試験においては計１２個の光
制御シートを使用した。なお、光制御シートは押出法で作製し、その厚みは３００μｍと
した。
【０１３１】
【表１】

【０１３２】
　表２に測定試験で使用した光制御シートの構成を示す。本試験においては凹凸構造の平
均間隔Ｓｍが異なる計７個のレンズ保護層を使用した。なお、平均間隔Ｓｍの測定は、Ｊ
ＩＳ－Ｂ－０６０１－１９９４に準拠して、小坂研究所製の測定器ＥＴ４０００Ａを使用
して行った。
【０１３３】

【表２】

【０１３４】
　そして、上記１２個の光制御シートと７個のレンズ保護層を組み合わせて、計１２×７
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価を行った。表３から表９にその結果を示す。
　なお、モアレの評価については、表示部観察者側を透明層にしてもモアレ発生しないも
のを◎と、モアレが発生しないものを○と、モアレが発生したものを×とした。また、耐
磨性については、粉塵が発生しないものを◎と、少量の粉塵のみが発生したもの（ディス
プレイ装置の使用上問題のないレベル）を○とした。
【０１３５】
【表３】

【０１３６】
【表４】

【０１３７】
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【表５】

【０１３８】
【表６】

【０１３９】
【表７】
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【０１４０】
【表８】

【０１４１】
【表９】

【０１４２】
　これらの表から、レンズ保護層Ｎｏが２～６、即ち平均間隔Ｓｍが８０～２５０μｍに
あり、かつ、最近周期構造の最密間隔Ｐ１が１０～２００μｍにあり、かつ、０．４≦Ｓ
ｍ／Ｐ１≦２５を満たすもののみが、モアレ、色ムラ、耐磨性及び輝度が良好であること
がわかる。
　このことから、レンズ保護層の凹凸構造の平均間隔Ｓｍと最近周期構造の最密間隔Ｐ１
とが、８０μｍ≦Ｓｍ≦２５０μｍ、１０μｍ≦Ｐ１≦２００μｍ、０．４≦Ｓｍ／Ｐ１
≦２５の関係を満たすようにディスプレイ装置を設計することで、輝度を高く維持しなが
らモアレ干渉を防止するとともに色ムラを抑え、さらに耐磨性を向上させることが可能で
あることがわかった。
【図面の簡単な説明】
【０１４３】
【図１】第一実施形態びディスプレイ装置の縦断面図である。
【図２】点光源を説明する図である。
【図３】点光源ユニットを説明する図である。
【図４】半導体レーザーを用いた点光源を説明する図である。
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【図５】点光源の配置を説明する図である。
【図６】（ａ）は第一実施形態の光制御シートの概略構成を示す断面図、（ｂ）は第一実
施形態の光制御シートの構成例を示す斜視図である。
【図７】湾曲プリズムレンズを観察者側あるいは背面側にシフトさせた光制御シートを説
明する図である。。
【図８】単位レンズを形成する一のプリズムレンズを上下反転して示した図である。
【図９】レンズ形状の例を示す図である。
【図１０】光制御シートの光学的作用を説明する図である。
【図１１】レンズ保護シートを説明する図である。
【図１２】粒子の分散状態がよいレンズ保護層の顕微鏡写真である。
【図１３】粒子が比較的凝集しているレンズ保護層３３２の顕微鏡写真である。
【図１４】（ａ）は第二実施形態のディスプレイ装置の縦断面図、（ｂ）は（ａ）のＡ方
向矢視図である。
【図１５】（ａ）は第二実施形態の光制御シートの斜視図、（ｂ）は（ａ）のＢ方向矢視
図、（ｃ）は（ａ）のＣ方向矢視、（ｄ）は第二実施形態の光制御シートの平面図である
。
【図１６】（ａ）は比較対象としての９０度三角プリズムの視野角分布、（ｂ）は第二実
施形態の光制御シートの視野各分布である。
【図１７】（ａ）は最遠周期構造の頂部の幅を変化させたときの光制御シートの輝度の測
定結果を示した図、（ｂ）は最遠周期構造の延在方向及び最近周期構造の延在方向の半値
角の測定結果を示した図である。
【図１８】第二実施形態の光制御シートを作製する際に用いられる型である。
【図１９】導光板ライトガイド方式のバックライトユニットが搭載されたディスプレイ装
置の縦断面図である。
【図２０】拡散フィルムと液晶パネルとの間にプリズムフィルムを設けたディスプレイ装
置の縦断面図である。
【図２１】直下型方式のバックライトユニットを備えたディスプレイ装置の縦断面図であ
る。
【図２２】輝度強調フィルムを備えた光制御シートの斜視図である。
【図２３】輝度強調フィルムを備えた光制御シートが配置されたディスプレイ装置の要部
の縦断面図である。
【図２４】輝度強調フィルムを備えた光制御シートの光強度分布を示す図である。
【符号の説明】
【０１４４】
１　　　光制御シート
３　　　最遠周期構造
５　　　最近周期構造
１３　　バックライトユニット
２１　　表示部
２７　　ディスプレイ装置
３３　　偏光板
４１　　光源
６０　　ディスプレイ装置
６１　　光制御シート
６３　　最遠周期構造
６４　　最近周期構造
Ｐ１　　最密間隔
Ｐ２　　ピッチ
Ｓｍ　　凹凸構造の平均間隔
３３０　レンズ保護層



(29) JP 2010-20110 A 2010.1.28

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(30) JP 2010-20110 A 2010.1.28

【図５】 【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】



(31) JP 2010-20110 A 2010.1.28

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】 【図１５】



(32) JP 2010-20110 A 2010.1.28

【図１６】 【図１７】

【図１８】 【図１９】



(33) JP 2010-20110 A 2010.1.28

【図２０】 【図２１】

【図２２】

【図２３】

【図２４】



(34) JP 2010-20110 A 2010.1.28

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｇ０２Ｂ   3/00     (2006.01)           Ｇ０２Ｂ   5/00    　　　Ｚ          　　　　　
   Ｇ０２Ｂ   3/06     (2006.01)           Ｇ０２Ｂ   3/00    　　　Ａ          　　　　　
   Ｆ２１Ｓ   2/00     (2006.01)           Ｇ０２Ｂ   3/06    　　　　          　　　　　
   Ｆ２１Ｖ   3/00     (2006.01)           Ｆ２１Ｓ   1/00    　　　Ｅ          　　　　　
   Ｆ２１Ｖ   8/00     (2006.01)           Ｆ２１Ｖ   3/00    ３２０　          　　　　　
   Ｆ２１Ｙ 101/02     (2006.01)           Ｆ２１Ｖ   3/00    ５３０　          　　　　　
   Ｆ２１Ｙ 103/00     (2006.01)           Ｆ２１Ｖ   8/00    ６０１Ａ          　　　　　
   　　　　                                Ｆ２１Ｙ 101:02    　　　　          　　　　　
   　　　　                                Ｆ２１Ｙ 103:00    　　　　          　　　　　

(72)発明者  諸永　耕平
            東京都台東区台東１丁目５番１号　凸版印刷株式会社内
Ｆターム(参考) 2H042 AA02  AA03  AA18  AA19  AA26  BA02  BA04  BA12  BA15  BA18 
　　　　 　　        BA20  CA12  CA15  CA17 
　　　　 　　  2H191 FA22X FA22Z FA31Z FA42Z FA45Z FA46Z FA53Z FA54Z FA55Z FA56Z
　　　　 　　        FA60Z FA62Z FA68Z FA71Z FA82Z FA83Z FA85Z FA86Z FA87Z FB02 
　　　　 　　        FB04  FB14  FB22  FB23  FC02  FC26  FC33  FD15  FD16  FD34 
　　　　 　　        GA22  LA13  LA21  LA25  LA28  LA31 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

